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1小論文は以下の五本である。（ 1）採択済のもの。堀越昌和 (2013b)「老舗企業の事業承継」






















































































                                                   
2ルビは筆者  
























考察していくことが不可欠ではないだろうか 5。これが、本論文の第一の背景である。  
                                                   











































 本論文は、全 9 章で構成され、理論研究（第 1 章、第 2 章及び第 3 章）及び実証研究（第


























第 5 章では、実証研究 1 に関する内容を叙述する。事業承継のプロセスをシステムとコ
ミュニケーションの両面から統合的にアプローチしていくことによって、老舗企業におけ
る事業承継の実態とその現代的なメカニズムを解明する。 
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国税庁（2012）の『会社標本調査結果』を見ると、1951 年に 228,718 社であったわが国
の会社数は、2010 年には 2,580,354 社となっている（図表 1-1）。わが国の会社は、第二次
世界大戦後、飛躍的にその数を増していることが分かる。  














                                                   
6Landes（1969）  
7谷脇（2004）  
8例えば、吉野・渡辺（ 2006）を参照  
縦 軸 ： 法人 数 、 横 軸 ： 西 暦 （ 下二 桁 ）  
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度成長期に増え始めてから今日に至るまで、相応の水準で行われていることが分かる。  













また、図表 1-3 を見ると、調査開始から 1991～1996 年までの期間では、開業率が廃業率
を上回っているが、それ以降では、廃業率が開業率を上回っている。  









（中小企業庁（2012b)より、付属統計資料 4 表を転載）  
 こうした会社の大半は、同族会社であり 91011、中小企業でもある 12。つまり、ほとんどの












縦 軸 :件 数 、横 軸 :西 暦（ 下二 桁 ） 





2010 年の企業規模別の中央値は、売上高が中小企業 4 億 5 千 6 百万円に対して大企業 249




























                                                                                                                                                                        
及び個人をさす。製造業及びその他の業種：資本金 3 億円以下の会社又は従業員数が 300
人以下の会社及び個人、卸売業：資本金 1 億円以下の会社又は従業員数が 100 人以下の会
社及び個人、小売業：資本金 5 千万円以下の会社又は従業員数 50 人以下の会社及び個人、
サービス業：資本金 5 千万円以下の会社又は従業員数 100 人以下の会社及び個人  
13ただし、同族会社であることは、創業者と会社を支配するファミリーとの血縁関係を保
障するものではないことに注意を要する。  
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 ところで、中小企業庁（1996）は、中小企業における創業者の年齢構成は 1980 年代前半
までは 29 才未満や 30 才代前半が多かったがその割合は徐々に減少し、1985 年以降になる
と 40 才代前半が最も多くなっており、創業年齢の高年齢化が進んでいることを指摘してい
る。帝国データバンク（2012）によると、経営者の平均年齢は 2011 年で 59 歳 9 ヵ月とな
り、31 年連続で上昇しているという。そして、大企業の経営者の平均年齢は 63 歳付近で
一定に推移していることから、こうした長期間に渡る経営者の平均年齢の上昇は、中小企
業の経営者の高齢化に因るものであることを指摘している。また、中小企業庁（ 2006）に
















                                                   
14三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株）が行った『「事業承継」「職業能力承継」アン
ケート調査』。2005 年 12 月、業歴が 10 年以上、従業員数 10 名以上の法人を中心とした非






（15.1%）の合計（ 49.4%）に対する「事業売却による事業承継を検討」（ 12.8%）の割合  
17「候補者はいるものの後継者を決めてはいない」（ 34.3%）と「適当な候補者がいない」
（15.1%）の合計（49.4%）に対する「廃業を検討」（ 4.8%）の割合  
18非上場企業間事業引継ぎ件数は 2006 年の 752 件をピークに年々減少し、 2010 年は 458
件となっている。  
19（株）三菱総合研究所が実施した『事業の引継ぎに関する調査』の結果による。2009 年
12 月に中小企業 15,000 社を対象に実施したアンケート調査（回収率 14.7%） 
































1.2 事業承継の円滑化に向けた法制度の整備  
 ここ数年、わが国の中小企業の事業承継を巡る法律環境が大きく変化した。平成 21 年 3
月 1 日に中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以下、「経営承継円滑化法」
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（中小企業庁（2012a）等 23を参照して筆者作成）  












































26先述したように、相続税・贈与税の納税猶予は、制度発足以降の約 4 年間での利用が 500
件程度と低調であったことを受け、2013 年度の法改正に伴い、以下のように、主な適用要
件が緩和された。①制度利用の前に必要であった経済産業大臣の事前確認の廃止（ 2013 年
4 月 1 日施行）、②経営者の親族に限定されていた後継者の要件を親族外承継にまで拡充
（2015 年 1 月施行予定）、③雇用の 8 割以上を 5 年間毎年維持する必要があったものを、5
































1.3.1 「第二創業」としての事業承継  






                                                                                                                                                                        
年間の平均で 8 割以上であればよいとした（ 2015 年 1 月施行予定） 








を見ると、事業承継を行った時期が 20 年以上前となる中小企業の場合 93.6%と大半を占め
ていたのに対して、同じく 0 年～4 年前では 62.0%となっている。このうち、「子息・子女」
のみで見ると、同じく 20 年以上前には約 8 割を占めていたものが、0～4 年前になると約 4
割と半減している。次いで、「子息・子女」への承継の場合、事業を承継した理由が「家業
                                                   
272013 年版の『中小企業白書』（中小企業庁 ,2013c）でも（株）野村総合研究所が実施し
た『中小企業の事業承継に関するアンケート調査』（2012 年 11 月 27 日～ 12 月 11 日、配







なんと 1,171,576 その割合は 96.7%という大きなものとなっている。この割合は、昭和 25
年頃からさしたる変化もなく推移してきている”ことを指摘しているが、その後の国税庁
の統計を見ても、平成元年（ 1989）では、同族会社は、稼働中の法人 1,962,026 社の 98.1%
を、平成 23 年(2011)でも、2,569,404 社のうち 96.9%を占めている。また、帝国データバ
ンク（2011）の調査を見ると、全国 1,232,372 社の 1 年間の社長交代率は、1978 年から 2011










10 年以上の中小企業 15,000 社を対象に実施。15,000 社の内訳は 1997 年 1 月～2001 年 12
月の期間に代表者の変更があった企業 9,000 社、代表者が創業者の企業 1,000 社、代表者
が 2 代目以上で 1996 年 1 月以降に代表者の変更をしていない企業 5,000 社で、有効回答は
2,804 社、回収率は 18.7%であった。  
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だから」と答えている後継者が、20 年以上前から直近に至るまで約 7 割を占め、彼らの多
くが、事業を承継する 10 年以上前から後継者に決まっており、経営者になるために何らか
の準備を行った上で、 50 歳までの比較的若い年齢で経営者となっている。これに対して、

























（中小企業庁（2004）より、第 2-3-49 図を転載）  
一方、後継者に決めてから事業を承継するまでの期間と承継後の従業員数成長率の関係
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フォーマンスに負の影響が生じていることが分かる 31。 





























                                                   




32（株）ニッセイ基礎研究所が 2004 年 12 月に実施した『働く人の就業実態・就業意識に
関する調査』で、親が事業を行っている 20 歳～59 歳の民間企業の就業者 15,120 名を対象
とし有効回答 6,310 名、回収率 41.7%であった。  
































                                                   
33中小企業基盤整備機構の調査によると、経営者の自社株式の保有割合及び経営者一族名
義の主要事業用不動産の割合は共に、企業規模が大きくなるほど低下している。具体的に
は、経営者の自社株式の保有割合は平均で 66.4%、従業員規模が 4 人以下では 72.7%、同じ
く 100人以上で 52.5%であった。経営者一族名義の主要事業用不動産の割合は平均で 30.5%、
従業員規模 4 人以下で 35.6%、100 人以上で 10.0%であった。調査は 2011 年 1 月から 2 月
にかけて 10,000 社に対して行われ有効回答数 2,852（有効回収率 28.5%）であった。  
34後継者が苦労した内容や経営者との関係による課題認識の相違を質問項目としたアンケ
ート調査は殆ど存在しない。  















































































                                                   
37「実践知」に関しては、野中・紺野（2012）を参照  
38「リーダーを育むリーダー」に関しては、金井・守島（2009）を参照 
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踏まえ、本章をまとめると、図表 1-9 の通りとなる。  
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第 2 章 事業承継に関する学術的な議論  





















戸田（2006）は、中小企業基盤整備機構が 2002 年 11 月にわが国を代表する製造業の集
積地である東京都大田区と大阪府東大阪市の合計 9,500 社を対象にアンケート調査を行い、

































継をみているのである”（ 178 頁） 











村上・古泉（2010）は、2009 年 7 月に日本政策金融公庫の融資先 24,569 社（回収率 38.2%）
に対して実施された『中小企業の事業承継に関するアンケート』の結果及び 2007 年 4 月か




                                                   
39『小企業の事業承継問題に関するアンケート』は 2007 年 8 月に国民生活金融公庫が 2007
年 2 月から同年 3 月にかけて融資した企業のうち業歴が 5 年以上で経営者の年齢が 50 歳以
上の企業 10,352 社に対して実施された。回収数 3,819 件（回収率 36.9％）  





















ず、みずほ総合研究所（2008）は、2007 年 10 月に一定の基準を満たす非上場の当社会員















                                                   
40『企業経営の継続的発展に関するアンケート調査』（有効回答社数 1,702 社、有効回答率
28.4%）  
41『事業承継に関するアンケート調査』（有効回答社数 961 社、有効回答率 19.2%） 







































                                                   
42同様の指摘として、山野井（2006）  











（2005）及び Miller and Le Breton-Miller（2005）が取りまとめたところによると、「最
低限、創業者一族が所有と経営の双方もしくはいずれかを支配している会社」と定義され
る。同じ系図に連なるという限定された集団としての創業者一族によって支配されるファ























（Chittoor and Das を参照して筆者作成）  
                                                   
43Rodrigo Basco and MJ Pérez Rodríguez（2011）は、ファミリービジネス戦略の立場か
ら同様の視点を提供している。  


































                                                   
44静態的なメカニズムの代表的な概念モデルとして、「ファミリーとビジネスという二つの
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（Gersick et al.を参照して筆者作成）  
ところで、Gersick et al.によると、事業承継計画は、世代交代を円滑に進めるための
戦略的な取り組みの一つであるが、 Sharma、Chrisman and Chua（2003）は、未だ統一した
理論は形成されていないと断りつつ、事業承継計画には、事業承継を実行する三つの意図



















































（Sharma et al.を参照して筆者作成）  
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ての役割を担いリスクテイクの性向と共に獲得した知識を実践していくことが重視される。
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48会社法（329 条 1 項、349 条 1 項ただし書および同条 4 項、362 条 2 項 3 号及び同条 3 項）  
49法制度的には確かにこの通りであるが、経営学的に見ると、別の見解も提示されている。
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指摘を要約する。  












































































えある”（282 頁）  
52例えば、福島（1967） 
















プ・マネジメントに は、大企業に比べて ずっと大きな融通性 と能力が要求される ”
（Drucker,1954,邦訳書・下,62 頁）からである。  















3.2 制度化された権威の実効性に関する議論  
 Weber が提示した支配者と服従者の間に経済社会的な準拠規範を通じて社会関係が生じ
るという上位権威説に対して、ある個人が命令者からの命令を受容してはじめて権威は実
存するという権威受容説を提示したのが Barnard である 54。Barnard（1938）は、協働体系
としての組織における伝達と権威の受容メカニズムの理論的解明を試みた。本節における
                                                   
53例えば、Davis（1968）、Schein（1985） 
54小阪（稲村・百田編著 ,2005） 



























































ものも出てこない”（邦訳書 ,295 頁） 




























































- 41 - 
 



















































































































する。二つの実証研究に関する論点については、後節（ 4.3）で詳述する。  
 
4.2 老舗企業の実像 











' ' ' ' ' '
というように経営していくことを意味している”（ 60-66 頁）ことを指摘して
いる。このうち、信用とは、いわゆる暖簾をさし、かくあるべし






























を経過した家”（84 頁）と定義している。  





① 幾世代かを経ていること。具体的には創立後 100 年程度を経過していること  
② 暖簾や家訓を有することは十分条件とは見做さないこと  































れ、代わって、相続人の権利の平等が法的根拠を得たのである（民法第 900 条 4）。それで
は、第二次世界大戦前に創立した老舗企業において、幾世代もの時を経て培ってきた家的
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経営して、後世に、永久に相続せしめなければならない重い責務を帯びているのであると
いった強い自覚の下に、努力しているのが、老舗の経営者の真の姿である”（ 40-41 頁） 










て構築しているのは 159 社（68.2％）、経営理念を有する老舗企業は 164 社（ 67.8％）であ
った。また、経営理念については、家訓を承継したタイプが 41 社（164 社のうちの 25.0％）、
現代を意識して作られたタイプが 123 社（同 75.0％）であったが、いずれにしても、それ
らは比較的近年になって制定されたものが多いことが明らかにされた。最後に、人材の問
















                                                   
62アンケート調査からは、三代続く老舗企業で 81 社（38.8％）が 1 件の養子相続を行なっ
ており、四代続く老舗企業では 34 社（20.9％）が 2 件の養子相続を行なっていることが明
らかになった。 
63血縁関係は、出生による場合だけでなく、養子縁組によっても発生する（民法第 727 条）。  
64筆者の知る限り、老舗企業を中堅・中小企業と見立てたはじめての研究である。  
65神田・岩崎（ 1996b）、神田・清水・北出・岩崎・西野・黒川（2000）も参照  
































                                                   
66「過剰適応」に関しては、野中（1985）を参照  













































① 家や家訓などの支配原理 71は現代においても機能しているのか。  
                                                   
71暖簾は、メタファー化された権威としてだけでなく、多義的な意味合いとして用いられ






















④ 経営基盤はどのようにして伝承され、経営行動に結び付けられているのか。  
 
4.3.2 円滑な事業承継を実現するための経営者の関与のあり方を再考するための論点 














明らかになることを指摘している。   














































 これまでの議論を踏まえて、本論文の分析枠組みを提示する（図表 4-2）。 
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第 5 章 実証研究 1 





































本社所在地 創業年 設立年 資本金 従業員数 主業種 生年 入社年 就任年 何代目
A 新潟県 1816 1961 1,000 20 金属製品製造 1970 1995 2003 7
B 岩手県 1852 1947 9,000 72 金属製品製造 1960 1984 2007 5
C 岩手県 1854 1960 1,000 7* 酒類製造 1956 1979 1994 5
D 新潟県 1855 1954 7,000 255 食料品製造 1964 1992 2006 5
E 山形県 1868 1948 1,000 71 飲食料品卸売 1950 1981 1989 4
F 岩手県 1893 1930 6,350 74 総合印刷 1960 1993 2004 4
G 宮城県 1908 1949 5,000 47 総合印刷 1966 1999 2000 5
H 山形県 1908 1986 1,000 25 食料品製造 1944 1970 1986 3












2012 年 6 月から 2012 年 12 月にかけて順次、後継者が指定する日時と場所で行われ、その





























入している D 社と E 社にとっては、その限定された機能のゆえに、家訓が組織の支配原理
                                                   
73参考までに、神田・岩崎（1996a）の調査を見ると、老舗企業の 83％が家訓を有してい
る。他方、今回の調査を見ると、具備率は 22.2％にとどまり、対照的な結果になった。  








 “創業の当時から口伝で伝わっている家訓を明文化したのが 3 代目である。その内容は、
「保証はするな」、「先祖を敬うこと」、「酒色に溺れないこと」といった子孫にあてた戒
めの内容である。一方、経営理念は私が明文化したが、創業以来の先取の精神を伝える
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てきたのは、やはり、家業という意識が根底にあったことが理由のように思う”（ D 社） 
 























での 5 年間、2 代目である父と一緒に仕事ができたこと、その傍らで一生懸命に働いて
いる母の姿を目の当たりにしたことが、後継者としての自覚と覚悟を生んだし、ファミ



















くと、歴代の経営者は 9 社 34 人である。アンケート及びインタビューによる調査の結果を
見ると、先代の養子が 1 人（A 社の 6 代目）、娘婿が 2 人（F 社の 4 代目と G 社の 5 代目）
にとどまる 74。残る 31 人を見ると、先代の兄弟（ A 社の 5 代目）、従兄弟（ G 社の 4 代目）




という意識を強くさせる。9 社の後継者の半数（B、D、E 及び H の各社）が、次の経営者に
なることを子供の頃から意識しており、2 人（C 社及び I 社）が、高校や大学の進路を決め
る頃に意識していた。なお、これら 6 人の後継者は先代の実子である。また、残る 3 人に





営者は自分であるという意識は子供の頃からあった”（ B 社） 
 
“基本は長男が承継する。周囲の人間からそのように言われてきたという記憶はないが、
次の経営者は自分であるという雰囲気はあった”（ C 社） 
 
“祖父の妹からよく言われてきた。また、子供の頃は、会社と自宅が一緒だったので、
当時の従業員は「後継者はこの子（私）」というふうに感じていたようだ”（ D 社） 
 
“子供の頃から、周囲の人間、とくに、祖母からは、私が次の経営者であることを聞か
                                                   
74松本（1977）の調査では、例えば、三代続く老舗企業では、81 社（38.8%）が 1 件の養
子相続を行なっている。これに対して、今回の調査では、養子相続は 1 件（2.9%）にとど
まる。 














承継とは、債務を承継していくことでもある”（ B 社） 
 
“所有と経営が一体化していると、個人資産を事業のために担保提供したりして、家の
資産と会社の債務が錯綜し、収拾がつかなくなってしまっている”（ F 社）  
 
“会社の印鑑を先代から引き継ぐことほど重い責任はない”（ I 社） 
 
後継者の多くは、自身が事業を承継した理由は、“創業者の一族であるから”と答えてい
る。事業を承継した年齢は平均 39 歳、就任の最年少は 31 歳（I 社）で、最高齢でも 47 歳
（B 社）であった。このように若くして経営者となったこともあって、就任の理由が“自
身の経営者としての資質や能力にあった”というふうには、大半の後継者が考えていない。























いたのではないだろうか”（ B 社） 
 
“ファミリーの軋轢を避けるため、あえて他の候補者を設けない方針を採ってきたので


























その後、いくつかの部署をおよそ 12 年かけて経験し 39 歳で事業を承継している。事業を
承継してから現在に至るまでの期間、つまり、トップ・マネジメントとしての経験年数は
平均で 13 年、最長が 26 年（ H 社）、最短は 5 年（B 社）であった。その間、経営再建、組
















学習であることが分かる（ A、B、D、E、F、H 及び I 社の 7 人） 7576。続いて、講座などの













会として、“（先代）経営者から口伝で伝授された”と答えたのは 4 人（E、 F、H 及び I の
各社）であり、“（先代）経営者の行動を模倣した”と答えたのは 4 人（C、 E、F 及び H の
各社）にとどまった。こうした意識もあって、インタビュー調査の結果からは、後継者の
























































も多い。実際、印鑑を譲られてはじめて、そのプレッシャーの大きさを痛感した”（ E 社） 
 
“事業を承継してトップに就任してすぐに、組織運営に関する全権を委譲された。他方、
- 63 - 
 

































5.3.4 経営基盤はどのようにして伝承され、経営行動に結び付けられているのか。  
 アンケート調査の結果から、 9 人の後継者が自社の長寿の源泉をどのように認識してい
るのかを取りまとめたものが、図表 5-4 である。  
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 後継者は、平均してトップ・マネジメントに就任するまでの 12 年間と就任してからの












































































“創業者と 2 代目の地域における存在感は大きく、先代である 3 代目はその恩恵を被っ
てきた。しかし、環境の変化に伴って、私の代では、家業であり続けることが困難にな
ってきた。こうした背景があって、家業から社業への転換に取り組むことになった。そ
- 66 - 
 
の際、先代には家業意識が強く、こうした取り組みに対して違和感を持っていたようだ





































































































5.4.3 老舗企業における事業承継の現代的なメカニズムの概念モデルの提示  












                                                   
78今回の調査では、9 人が事業を承継した年齢は平均で 39 歳であった。一方、中小企業庁
（2006）によると、経営者が引退を希望する年齢は平均 64.5 歳であった。その差は 25 歳
であり、親子として違和感のない年齢差といえるのではないだろうか。  
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79後藤（前川・末包編著,2011）によると、わが国には老舗企業が 24,570 社存在する（2010
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インタビュー調査は、2012 年 6 月から 2012 年 12 月にかけて順次、両者が指定する日時と






















83具体的には、①Schein（1985,1999）、Kotter（1996）及び Kotter and Cohen（2002）の
企業文化の変革モデル、②Walton（1995）のマネジメント変革モデル、③組織開発に関す
る French（1969）と幸田（1972）のモデル、④持続的イノベーションについての野中（ 1985）












6.2.1 事例 A 経営者との積極的なコミュニケーションがない中で、後継者が経験的学習
を中心として、自分なりのトップ・マネジメントとしての方法論を身に着
けていった事例 
 まず、A 社の会社概要を叙述する。A 社は、岩手県に本社を置き、創業者から数えて現在





















及ぼすことになった要因を中心に辿っていく。経営者は、3 代目の長子として 1932 年に生
まれ、1958 年に大学卒業と同時に入社、 1974 年に 4 代目の経営者に就任、2007 年に代表
                                                                                                                                                                        
と野中・紺野（2003）等がある。  
経営者 後継者
生年 1932 1960 本社所在地 岩手県
入社年 1958 1984 創業年 1852
経営者就任年 1974 2007 設立年 1947
経営者退任年 2007 - 何代目 5
共同代表期間 資本金 9,000
株主としての地位 4順位 筆頭 従業員数 72











































                                                   
84同人によると、こうした工場の様子が、当時の中小規模の鋳物工場と比べて格別に劣っ
ていたわけではない。  
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専決事項であった。また、後継者の選択の余地は、極めて限定的で、実質的には、後継者

































































て、A 社における、経営課題としての重要度は低い。  
 
































































































































                                                   
85上越新幹線の大宮・新潟間の開通が 1982 年、関越自動車道が完成したのが 1985 年のこ
とである。  

















及ぼすことになった要因を中心に辿っていく。3 代目の妻である経営者は 1941 年に生まれ、























生年 1941 1967 本社所在地 新潟県
入社年 1964 1989 創業年 1868
経営者就任年 1978 1998 設立年 1953
経営者退任年 1998 - 何代目 5
共同代表期間 資本金 6,000
株主としての地位 3順位 筆頭 従業員数 65
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一方、後継者は、経営者の長男として 1967 年に生まれ、大学を卒業した 1989 年に入社
した。入社してすぐに出向の形で 1 年間を他社で過ごした後、接客や営業といったひとと
おりの仕事を社内で経験、1994 年に専務に昇進し経営陣の一角を担い、経営管理などの仕

































                                                   
86「一皮むける経験」については、例えば、金井・守島（2009）を参照  






















 こうした、経営者の逡巡とは裏腹に、後継者は、高校生の頃には、自分が 5 代目となる
ことを明確に意識していたという。子供の頃から、 B 社を継ぐ立場であることをファミリ
ーの者から言われてきたが、本人は、あまり考えていなかった。ところが、父が亡くなり、













 “組織運営のことで精一杯でしたので、 5 代目の育成にまで手が回らなかった。経営者
としての実力は自分で養うしかない部分があるとはいえ、出向先の選択にしても、社内






































































































































































































                                                   
87周辺の旅館や日帰入浴施設で岩盤浴が導入されるのは、 B 社に遅れること数年のことで
ある。  






































                                                   
88例えば、野村マネジメント・スクール・野村総合研究所  (2011) 
89例えば、布柴（2008）  
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6.3 実証研究 2 の結論と今後の課題 
 まず、実証研究 2 の結論を提示し、次いで、今後の課題を示す。  
 
































93 Miller and Le Breton-Miller（2005）は、同族経営企業の CEO 育成に関して、次のよ
うな同様の指摘を行っている。“同族経営企業では将来の CEO 候補に対して、キャリアの初
めから厳しい修行を課すことが少なくない。（中略）。ミシュランやモトローラのように、
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証研究を行った。ステップ 1 にあたる実証研究 1 では、システムとコミュニケーションの
両面からの統合的なアプローチを通じて、老舗企業における事業承継の現代的なメカニズ
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7.1.2.6 地位と権限そして資産の集中的移転の非問題性  

























































































































（図表 7-2）会社支配の行為主体の二つの変更パターン  



















































































（図表 7-3）実効性を有する権威の一体化の問題  



















 実証研究 1 での発見事実では、わが国における戦前の大財閥を彷彿とさせる完璧な統治
形態を中小規模の老舗企業であっても実現しているように見えた 96。こうした見立ては、
後継者のみの意識に基づいたものであるが、実証研究 2 において、経営者と後継者の意識
のギャップをつぶさに見ていくと、家業意識を濃密に残置する A 社と B 社では、家と会社









































































































7.3 老舗企業が有する事業承継のノウハウの一般適用性と限界  
 俗に「紙子身袋の破れ時」というが  、一代で地位と権限そして資産を築き上げることも
できるが、一代でそれを失うこともまたできる。事実、「会社の寿命 30 年説」がジャーナ
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リスティックに取り上げられたのが 1983 年のことであるが 97、現実がそれを上回るかのよ
うに、1986 年には約 532 万社あった個人経営を含むわが国の中小企業は、 2006 年には 2
割以上も減少して約 420 万社となっている（中小企業庁 ,2011）。一方で、本論文の調査対































                                                   
97日経ビジネスが優良企業の盛りは 30 年までという意味で「会社の寿命 30 年」説を提唱
したのが 1983 年のことである。日本経済新聞デジタルメディアを参照   
http://www.nikkei.co.jp/needs/analysis/04/a040922.html（2011 年 9 月 1 日取得）  
98中小企業庁（ 2006）によると、起業して 10 年を経過した会社の生存率は 93.1%である。
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99Schein（1985）は、創業者や創業者一族が自らの権威に固着する傾向が強く、創業者に













































遠山・平田,2010,408 頁）  
 一流の芸術家やスポーツ選手に共通する傾向として、いわゆる「熟達の 10 年ルール」が

































                                                   
101このほか、Mintzberg（1973,2004）を参照  







（McCauley、Moxley、and Velsor edits,邦訳書,381 頁）ことを指摘しているが、後継者
を優れたリーダーとして育てていくためには、彼とそのプロセスに主導的な役割を果たす





















トップは、この語りの連鎖の上流であり源泉だ”（ 66 頁） 
こうした、世代間の交流が、さまざまなギャップの解消に寄与し、後継者によるモデリ
ング学習を強力に推進させることが分かる。その際、いわゆるジェネレーションギャップ











































































































































（注 1）本文中の表記とは異なり、経営者は先代経営者、後継者は経営者となっている。  
（注 2）問い合わせ先に関しては、筆者の個人情報が記載されているため、割愛した。  
 
 ご芳名：                     




問 1 貴社の創業は、何年ですか。  




最初  西暦        年  形態： 合資・合名   有限  株式  その他 
 
問 3 直近の企業規模をお教え下さい。  
 資本金        万円      従業員数         人 
 





5．所有も経営も、創業者一族の手から離れている。     
6．その他（                                 ） 
                                                   
103神田・岩崎（1996a）を参照して筆者作成  
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問 5 現在の経営者（代表取締役社長）は、創業者から数えて、何代目に当たりますか。  
 第    代目 
 
問 6 創業以来、貴社の主力事業は変わっていますか。該当するものに○をつけて下さい。  
 1．ほとんど変わっていない。  
 2．主力事業は同じだが、事業の多角化を図っている。  
 3．一部変わった。  
 4．ほぼ全て変わった。  
 5．その他（                                ） 
 
問 7 貴社が代々続いてきた理由について、該当するもの全てに○をつけて下さい。  
 1．伝統を守り、事業を無理して広げなかった。  
 2．常に新しい事業・製品の開発に取り組んできた。  
 3．経営姿勢などを時代に合わせて変革してきた。  
 4．技術を承継しつつも、発展・強化してきた。  
 5．常に新しい取引先（顧客・仕入先）を開拓してきた。  
 6．秘伝の技術を守り継いできた。  
 7．取引先（顧客・仕入先）との良好な関係を維持してきた。  
 8．地域との良好な関係を維持してきた。  
 9．資金繰りの安全性の確保に努めてきた。                  
10．創業者の一族で事業を承継してきた。  
11．創業者の一族に関わりなく、積極的に経営者や幹部社員の登用に努めてきた。  
 12．後継者（次期経営者）の育成を重視してきた。  




 1．明文化された理念（社是、社訓）がある。 西暦       年（第   代目
のとき）  
 2．口伝による理念（社是、社訓）がある。  西暦       年（第   代目
のとき）  




  1．そう思う。  
  2．そうは思わない。  
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問 10 ご自身の生年をお教え下さい。  
 西暦       年 
 
問 11 先代経営者とは、どのような関係ですか。該当するものに○をつけて下さい。  
 1．先代経営者の実子で、かつ、長子である。                 
 2．先代経営者の実子で、かつ、長子以外である。  
 3．先代経営者の養子である。  
 4．先代経営者の実子の婿（嫁）である。  
 5．先代経営者の上記以外の先代経営者の一族の人間である。  
例：妻、夫、兄弟姉妹、叔父、甥   
 6．先代経営者の頃の従業員である。  




 1．子供の頃から  
 2．高校や大学の進路を決める際  
 3．就職する際  
 4．自社に入社する際 
 5．自社に入社してから暫くして  
 6．後継者（候補）として指名されてから  








 1．Off-JT（他社での就業）  
 2．Off-JT（講座など座学）  
 3．OJT（先代の経営者から口伝で伝授）  
 4．OJT（先代の経営者の行動を模倣）  
 5．OJT（社内でのキャリアを積んだ）  
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 6．OJT（関連会社での経営者としての修業を積んだ）  
 7．OJT（関連会社の立ち上げから軌道に乗せるまでを任された）  








 1．経営者としての資質や能力があったから（あると見込まれたから）  
 2．先代経営者の一族だから  
 3．創業者の一族だから  
 4．社内でのキャリアを積んだ結果  
 5．他に候補者は存在しなかったから  
 6．その他（                                ） 
 
問 17 代表取締役社長に就任したのは、何年ですか。  




 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 




  1．自分が譲歩することが多い。  
  2．先代経営者が譲歩することが多い。  
  3．納得するまでお互いトコトン議論する。     
  4．ほぼ価値観を共有しておりギャップを感じたことはない。  




  1．そう思う。  
  2．そうは思わない。  
  3．わからない。  





 1．ほぼ全て独力  
 2．取締役会あるいは幹部社員と協議  
 3．先代経営者と協議 
 4．親族会（経営者もしくは創業者の一族の協議機関）で協議  




 1．経営者になる前から  
 2．経営者になってから  
 3．その他（                                ） 
 
問 23 現在の株主としての地位をお教え下さい。  
  筆頭株主から数えて    番目 
 
問 24 現在の筆頭株主についてお教え下さい。  
  1．経営者である自分  
  2．先代経営者  
  3．先代経営者ではない創業者の一族  
  4．その他（                                ） 
 
問 25 貴社は、現在、法人税法上の「同族会社」に該当いたしますか？  該当するものに
○をつけて下さい。  







 1．明文化された家訓がある。  西暦       年（第   代目のとき）  
 2．口伝による家訓がある。   西暦       年（第   代目のとき）  
 3．ない。  
 
 




 1．理念（社是、社訓）と家訓は全く同じ内容である。  
 2．理念（社是、社訓）と家訓は一部内容が異なる。  
 3．理念（社是、社訓）と家訓は全く異なる内容である。  




 1．ある。  
 2．かつてはあったが廃止した。  
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（注 1）本文中の表記とは異なり、経営者は先代経営者、後継者は経営者となっている。  
（注 2）問い合わせ先に関しては、筆者の個人情報が記載されているため、割愛した。  
 
 ご芳名：                     




問 1 ご自身の生年をお教え下さい。  




  西暦      年   当時の立場（役職）         
 
問 3 代表取締役社長に就任したのは、何年ですか。  




 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 




 1．先代経営者の実子で、かつ、長子である。                 
 2．先代経営者の実子で、かつ、長子以外である。       
 3．先代経営者の養子である。            
 4．先代経営者の実子の婿（嫁）である。  
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 5．上記以外の先代経営者の一族の人間である。  
例：妻、夫、兄弟姉妹、叔父、甥   
 6．先代経営者の頃の従業員である。  
 7．その他（                                ） 
 
問 6 現職に就任したのは、何年ですか。  
  西暦      年 
 
問 7 現職での役職をお教え下さい。  
  1．代表取締役会長 
  2．代表権のない会長（相談役）  




 1．ある。  西暦       年 から  西暦        年  まで 




 1．筆頭株主  
 2. 二順位以降  
 3．殆ど株式は有していない。  
  4．その他（                                ） 
 
問 10 ご自身の現在の株主としての地位をお教え下さい。  
1．筆頭株主  
 2. 二順位以降  
 3．殆ど株式は有していない。  




問 11 現在の経営者の他に候補者は存在しましたか。該当するものに○をつけて下さい。 
  1．存在した。  
  2．存在しない。  
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問 12 現在の経営者を後任にしようと決めたのはいつ頃のことですか。  





 2. 自分以外の一族の人間  









 1．事業に関連した学校や学部に進ませた。  
2．Off-JT（他社での就業）  
 3．Off-JT（講座など座学）  
 4．OJT（先代経営者から口伝で伝授した） 
 5．OJT（先代経営者の行動を模倣させた） 
 6．OJT（社内でのキャリアを積ませた）  
 7．OJT（関連会社での経営者としての修業を積ませた）  
 8．OJT（関連会社の立ち上げから軌道に乗せるまでを任せた）  



















 2．経営者になってから  







































足立政男著 (1974a) 「老舗の家訓と家業経営」広池学園事業部 . 
足立政男著 (1974b) 「老舗と家訓  : 現代商法を問い直す」東洋文化社 . 
飯田史彦著 (2000) 「愛の論理 私たちは、どこまで愛せばゆるされるのか」 PHP 研究
所. 
伊丹敬之著 (2003) 「経営戦略の論理（第 3 版）」日本経済新聞出版社. 
伊丹敬之著 (2007) 「よき経営者の姿」日本経済新聞社 . 
井上孝二 (2008) 「小企業における事業承継の現状と課題」日本政策金融公庫「日本政
策金融公庫論集」,第 1 号,1-24 頁. 
稲村毅・百田義治編著  (2005) 「叢書 現代経営学⑧ 経営組織の論理と変革」ミネル
ヴァ書房. 
岩淵悦太郎著  (1975) 「語源のたのしみ（一）」毎日新聞社 . 
大阪府立産業開発研究所編  (1994) 「大阪の卸売業にみる老舗の経営特質」大阪府立産
業開発研究所 . 
大滝精一・金井一賴・山田英夫・岩田智著  (2006) 「経営戦略  [新版] ： 論理性・
創造性・社会性の追求」有斐閣 . 
角野信夫著 (2001) 「基礎コース 経営組織」新世社. 
金井壽宏・古野庸一 (2001) 「「一皮むける経験」とリーダーシップ開発」一橋大学イノ
ベーション研究センター編 ,東洋経済新報社「一橋ビジネスレビュー」 ,49 巻,1
号,48-66 頁. 
金井壽宏・守島基博 (2009) 「漸成説からみた早期よりのリーダーシップ発達－教育・
人事制度への含意－」白桃書房「組織科学」 ,Vol.43,No2,51-64 頁. 
亀井克之 (2013) 「フランスにおける中小企業の事業承継研究」事業承継学会編・文眞
堂「事業承継」,Vol.2,68-74 頁. 
関西国際大学地域研究所編  (2004) 「特集 老舗企業の研究 －未来をつくる企業への
アプローチ－」関西国際大学地域研究所叢書 . 
神田良・岩崎尚人 (1996a) 「経営戦略と持続的な競争力－老舗企業の調査結果から－」
明治学院大学経済学会「経済研究」 ,第 105 号,59-85 頁. 
神田良・岩崎尚人著 (1996b) 「老舗の教え」日本能率協会マネジメントセンター . 
神田良・清水聰・北出芳久・岩崎尚人・西野正浩・黒川光博著  (2000) 「企業不老長寿
の秘訣－老舗に学ぶ－」白桃書房 . 
上林憲雄・厨子直之・森田雅也著  (2010) 「経験から学ぶ人的資源管理」有斐閣 . 
京都府編 (1970) 「老舗と家訓」京都府. 
清成忠男・田中利見・港徹雄著  (1996) 「中小企業論」有斐閣. 
久保田章市著  (2010) 「百年企業、生き残るヒント」角川 SS コミュニケーションズ. 
幸田一男著 (1972) 「組織開発の理論と実践」産業能率大学出版部 . 
- 125 - 
 
小関智弘著 (2006) 「職人ことばの「技と粋」」東京書籍．  
後藤俊夫 (2005) 「ファミリー・ビジネスの現状と課題：研究序説」静岡産業大学国際
情報学部「紀要」,第 7 号,205-339 頁. 
小林靖雄・瀧澤菊太郎編  (1996) 「中小企業とは何か－中小企業研究五十五年」有斐閣 . 
小松章 (1986) 「暖簾研究序説 : 経営的アプローチ」一橋大学一橋学会「一橋論叢」 ,
第 96 巻,第 4 号,88-103 頁. 
小松章著 (1987) 「老舗企業の経営実態と暖簾の形成メカニズム（老舗企業経営実態調
査報告書）」昭和 61 年度科学研究費補助金一般研究ｃ研究成果報告書 .課題番号
60530058. 
阪倉篤義・浅見徹著 (1996) 「一語の辞典 家」三省堂. 




末廣昭著 (2006) 「ファミリービジネス論－後発工業化の担い手－」名古屋大学出版会 . 
新谷勝著 (2010) 「新しい事業承継と企業再生の法務－事業承継の円滑化・事業再生 ADR
－」税務経理協会. 
杉本つとむ著  (1983) 「語源の文化誌」開拓社 . 
高瀨莊太郎著  (1930) 「暖簾の研究」森山書店 . 
只腰親和・佐々木憲介編著 (2010) 「イギリス経済学における方法論の展開－演繹法と
帰納法－」昭和堂. 
橘木俊詔・安田武彦編著 (2006) 「企業の一生の経済学 中小企業のライフサイクルと
日本企業の活性化」ナカニシヤ出版 . 
谷脇理史著 (2004) 「西鶴を楽しむ② 経済小説の原点『日本永代蔵』」清文堂出版 . 
中小企業基盤整備機構  (2011) 「事業承継実態調査報告書」
http://www.smrj.go.jp/keiei/dbps_data/_material_/b_0_keiei/jigyoshokei/pdf/j
ittaichousa_houkokusho.pdf（2012 年 12 月 1 日取得）. 
中小企業研究センター編 (2002) 「中小企業の世代交代と次世代経営者の育成 (調査報告
書 No.109)」中小企業研究センター . 
帝国データバンク史料館・産業調査部編著  (2009) 「百年続く企業の条件  老舗は変化
を恐れない」朝日新聞出版 . 
東京弁護士会弁護士研修センター運営委員会編  (2010) 「研究叢書 48 事業承継」商事
法務. 
戸田俊彦 (2006) 「中小製造業経営者の事業承継の意識と政策対応  （門脇延行教授退職
記念論文集）」滋賀大学経済学会「彦根論叢」 ,第 359 号,63-81 頁． 
中釜洋子・野末武義・布柴靖枝・無藤清子著  (2008) 「家族心理学－家族システムの発
達と臨床的援助」有斐閣. 
中川善之助著 ,泉久雄補訂 (1992) 「最新版  民法大要 親族法・相続法」勁草書房 . 
- 126 - 
 
中野卓著 (1964) 「商家同族団の研究」未来社 . 
日本経済研究センター監修・日本経済新聞出版社編  (2009) 「経済・ビジネス基本用語  
4000 語辞典」日本経済新聞出版社 . 
野中郁次郎著  (1985) 「企業進化論」日本経済新聞社 . 
野中郁次郎・紺野登著  (2003) 「知識創造の方法論」東洋経済新報社 . 
野中郁次郎・遠山亮子・平田透著  (2010) 「流れを経営する」東洋経済新報社 . 
野中郁次郎・紺野登  (2012) 「知識創造経営のプリンシプル－賢慮資本主義の実践論」 東
洋経済新報社 . 
野村マネジメント・スクール・野村総合研究所編著  (2011) 「トップが語る次世代経営
者育成法」日本経済新聞出版社 . 
長谷川強著 (2003) 「西鶴をよむ 古典ルネッサンス」笠間書院 . 
長谷川裕雅著  (2010) 「磯野家の相続」すばる舎 . 
福島正夫著 (1967) 「日本資本主義と「家」制度」東京大学出版会 . 
藤本雅彦編著  (2008) 「経営学の基本視座－河野昭三先生還暦記念論文集」まほろば書
房. 
堀越昌和 (2013a) （未刊行）「中小企業における企業文化の承継に関する一考察」東北
大学経済学会「研究年報経済学」第 73 巻,第 3 号. 
堀越昌和 (2013b) （未刊行）「老舗企業の事業承継」東北大学経済学会「研究年報経済
学」第 73 巻,第 4 号. 
堀越昌和 (未刊行) 「事業承継のプロセスにおける先代経営者の関与」 . 
堀越昌和 (未刊行) 「事業承継の本質と課題に関する予備的考察：第一篇」 . 
堀越昌和 (未刊行) 「事業承継の本質と課題に関する予備的考察：第ニ篇」 . 
堀越昌和 (未刊行) 「事業承継の本質と課題に関する予備的考察：第三篇」 . 
前川洋一郎・末包厚喜編著  (2011) 「老舗学の教科書」同友館 . 
牧口晴一・齋藤孝一著 (2011) 「四訂版 図解&イラスト 中小企業の事業承継」清文社 .  
松尾睦 (2005) 「IT 技術者の熟達化と経験学習」小樽商科大学ビジネス創造センター
「Discussion Paper Series」,No.102,1-20 頁． 
松尾睦著 (2006) 「経験からの学習 -プロフェッショナルへの成長プロセス -」同文館出
版. 
松田陽一 (2009) 「経営者の事業観の伝承に関する事例研究～吉本興業・林正之助氏を
対象とし、遺伝子の伝承メタファーに基づいて～」  岡山大学経済学部研究叢書  第
38 号. 
松村明・三省堂編修所編 (1999) 「大辞林 第二版 新装版」三省堂. 
松本通晴 (1977) 「京都「老舗」研究－その予備的考察－」同志社大学人文科学研究所
「社会科学」 ,第 23 号 ,77-107 頁. 
水上博喜・堂野達之編著 (2008) 「成功する事業承継のしくみと実務」自由国民社 . 
みずほ総合研究所 (2008) 「オーナー企業の継続的発展に向けて～みずほ総研アンケー
ト調査にみるオーナー企業の環境適応力、内部ガバナンス、事業承継の実態～」みず
- 127 - 
 
ほ総合研究所「みずほリポート」 ,2008 年 2 月 13 日, 
http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/report/report08-0213.pdf 
（2012 年 9 月 1 日取得）. 
みずほ総合研究所 (2012) 「「事業承継の 2012 年問題」を乗り越えるために－みずほ総
研によるアンケート調査の結果と実証分析－」みずほ総合研究所「みずほリポー
ト」,2012 年 8 月 30
日,http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/report/report12-0830.
pdf（2012 年 9 月 18 日取得）. 
三戸公著 (1991a) 「家の論理（第 1 巻）日本的経営論序説」文眞堂 . 
三戸公著 (1991b) 「家の論理（第 2 巻）日本的経営の成立」文眞堂 . 
宮本又次編 (1969) 「大阪の研究（全五冊）  第三巻」清文堂出版 . 
村上泰治 (1977) 「同族会社の行為計算否認規定の沿革からの考察」税務大学校「税大
論叢」,第 11 号, http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/11/96/ronsou.pdf（2012
年 5 月 10 日取得） . 
村上義昭・古泉宏 (2010) 「事業承継を契機とした小企業の経営革新」日本政策金融公
庫「日本政策金融公庫論集」 ,第 8 号（2010 年 8
月）,http://www.jfc.go.jp/common/pdf/ronbun1008_01.pdf（2012 年 9 月 10 日取得）. 
本谷るり (1997) 「老舗企業とベンチャー企業－企業の存続戦略と成長戦略－」九州大
学大学院経済学会「経済論究」 ,第 99 号,95-111 頁. 
山川一陽著 (2009) 「親族法・相続法講義 [第四版] 」日本加除出版. 
山野井順一 (2006) 「中小企業における経営者交代と戦略変更の関係－後継者の組織社
会化の影響－」日本経営学会「日本経営学会誌」 ,第 16 号,43-55 頁. 
横澤利昌編著  (2000) 「老舗企業の研究」生産性出版 . 
横澤利昌編著  (2012) 「老舗企業の研究  改訂新版」生産性出版. 
吉野直行・渡辺幸男編  (2006) 「中小企業の現状と中小企業金融（信金中央金庫寄付講
座 中小企業金融論）」慶應義塾大学出版会 . 
 
2.外国語文献  
Barnard,C.I. (1938), The Functions of the Executive, Harvard University Press. (山
本安次郎・田杉競・飯野春樹訳  (1968) 「新訳 経営者の役割」ダイヤモンド社 ) 
Beckhard,R., and Dyer,Jr.,W.G. (1983) , Managing Continuity in the Family-Owned 
Business, Organizational Dynamics, Summer 1983, pp5-12. 
Bennis,W.G., and Thomas,R.J. (2002), Geeks & geezers : how era, values, and defining 
moments shape leaders, Harvard Business School Press. 
Berle,A.A,JR., and Means,G.C. (1932), The Modern Corporation and Private Property, 
Macmillan. (北島忠男訳 (1958) 「近代株式会社と私有財産」  文雅堂書店) 
Cater,J.J.Ⅲ, and Justis,R.T. (2009), The Development of Successors From Followers 
to Leaders in Small Family Firms : An Exploratory Study, Family Business Review, 
- 128 - 
 
22(2), pp109-124. 
Chandler,A.D,JR. (1962), Strategy and Structure, The M.I.T. Press. (有賀裕子訳 
(2004) 「組織は戦略に従う」 ダイヤモンド社) 
Chandler,A.D,JR. (1977), The Visible Hand : The Managerial Revolution in American 
Business, The Blknap Press of Harvard University Press. (鳥羽欽一郎・小林袈裟
治訳 (1979) 「経営者の時代－アメリカ産業における近代企業の成立－ 上・下」 東
洋経済新報社 ) 
Chandler,A.D,JR. (1990), Scale and scope : the dynamics of industrial capitalism, 
Harvard University Press. (安部悦生・川辺信雄・工藤章・西牟田祐二・日高千景・
山口一臣訳 (1993) 「スケール・アンド・スコープ－経営力発展の国際比較」 有斐閣) 
Chittoor,R., and Das,R. (2007) , Professionalization of Management and Succession 
Performance – A Vital Linkage, Family Business Review, 20(1), pp65-79. 
Collins,J.C., and Porras,J.I. (1994), Built to Last：Successful Habits of Visionary 
Companies, Harper Business. (山岡洋一訳 (1995) 「ビジョナリー・カンパニー－時
代を超える生存の原則」日経ＢＰ出版センター) 
Darwin,C.R. (1874), 第二版 1909 年版, The Descent of Man, John Murray, London. (今
西錦司責任編集,池田次郎・伊谷純一郎訳 (1967) 「世界の名著 39 ダーウィン 人
類の起源」 中央公論社) 
Davis,S.M. (1968), Entrepreneurial Succession, Administrative Science Quarterly, 
Vol.13, pp.402-416. 
Drucker,P.F. (1954), The Practice of Management, Harper & Brothers Publishers, New 
York. (野田一夫監修,現代経営研究会訳 (1987) 「現代の経営（新装版） 上・下」 ダ
イヤモンド社 ) 
Drucker,P.F. (1974), Management : Tasks, Responsibilities, Practices, Harper & Row 
Publishers, Inc. (犬田充・村上和子訳 (1975) 「マネジメント－課題・責任・実践」  
自由国民社). 
French,L.W. (1969) , Organizational Development : Objectives, Assumptions, and 
Strategies, California Management Review, vol.12, no.1, pp23-34. 
George,B., and Sims,P. (2007) True North: Discover Your Authentic Leadership, 
Jossey-Bass.（梅津祐良訳（2007）「リーダーへの旅路」 生産性出版） 
Gersick,K.E., Davis,J.A., Hampton,M.M., and Lansberg,I. (1997) , Generation to 
Generation : Life Cycles of the Family Business, Harvard Business School Press. 
Graham,H.T. (1983), Human Resources Management, Tuttle-Mori Agency Inc., Tokyo. 
(平野文彦訳 (1987) 「人的資源管理－産業心理と人事・労務－」  同文館出版). 
Handler,W.C. (1994) , Succession in Family Business : A Review of the Research, 
Family Business Review, vol.VII, no.2, summer, pp133-157. 
Hedberg,B., and Jönsson,S. (1989), Between Myth and Action, Scandinavian Journal 
of Management, Vol.5, Issue.3, pp.177-185. 
- 129 - 
 
Kaplan,R.S., and Norton,D.P. (2004), Strategy maps : converting intangible assets 
into tangible outcomes, Harvard Business School Press. (櫻井通晴・伊藤和憲・
長谷川惠一監訳 (2005) 「戦略マップ バランスト・スコアカードの新・戦略実行フ
レームワーク」 ランダムハウス講談社) 
Kotter,J.P. (1996), Leading Change, Harvard Business School Press. (梅津祐良訳 
(2002) 「企業変革力」 日経ＢＰ出版センター) 
Kotter,J.P., and Cohen,D.S. (2002), The Heart of Change, Harvard Business School 
Press. (高遠裕子訳 (2003) 「ジョン・コッターの企業変革ノート」  日経 BP 社) 
Landes,D.S. （1969） , The Unbound Prometheus : Technological change and industrial 
development in Western Europe from 1750 to the present, Cambridge University 
Press. (石坂昭雄・冨岡庄一共訳  (1980) 「西ヨーロッパ工業史１」みすず書房 ) 
Lewin,K. (1951), Field Theory in Social Science, Harper & Brothers. (猪股佐登留
訳 (1956) 「社会科学における場の理論」  誠信書房) 
McCall,M.W,Jr. (1998), High flyers : developing the next generation of leaders , 
Harvard Business School Press. 
McCauley,C.D., Moxley,R.S., and Ellen Van Velsor., Editors. (1998), The Center for 
Creative Leadership: Handbook of Leadership Development, Jossey-Bass Inc., 
Publishers. (金井壽宏監訳,嶋村伸明・リクルートマネジメントソリューションズ組
織行動研究所訳 (2011) 「リーダーシップ開発ハンドブック－ The Center for 
Creative Leadership: CCL－」 白桃書房 ) 
Miller,D., and Le Breton-Miller.I. (2005), Managing For The Long Run, Harvard 
Business School Press. (斉藤裕一訳 (2005) 「同族経営はなぜ強いのか？」  ランダ
ムハウス講談社) 
Mintzberg,H. (1973), The Nature of Managerial Work, Harper Collins Publishers. Inc., 
(奥村哲史・須貝栄訳 (1993) 「マネジャーの仕事」 白桃書房 ) 
Mintzberg,H. (1989), Mintzberg on Management, The Free Press. (北野利信訳 (1991) 
「人間感覚のマネジメント：行き過ぎた合理主義への抗議」  ダイヤモンド社) 
Mintzberg,H. (2004), Managers Not MBAs: A Hard Look At The Soft Practice Of Managing 
And Management Development , San Francisco : Berrett-Koehler. (池村千秋訳 (2006) 
「MBA が会社を滅ぼす  マネジャーの正しい育て方」 日経 BP 社) 
Mintzberg,H. (2009), Managing, Berrett-Koehler Publishers. Inc., (池村千秋訳 
(2011) 「マネジャーの実像  「管理職」はなぜ仕事に追われているのか」  日経 BP
社) 
Nonaka,I., and Takeuchi,H. (1995), The Knowledge-Creating Company How Japanese 
Companies Create the Dynamics of Innovation, Oxford University Press. 
Rodrigo Basco., and María José Pérez Rodríguez. (2011), Ideal types of family 
business management : Horizontal fit between family and business decisions and 
the relationship with family business performance, Journal of family business 
- 130 - 
 
strategy,  2, pp.151-165. 
Schein,E.H. (1985), Organizational Culture and Leadership, Jossey-Bass Inc., (清
水紀彦・浜田幸雄訳 (1989) 「組織文化とリーダーシップ－リーダーは文化をどう変
革するか－」  ダイヤモンド社) 
Schein,E.H. (1999), The Corporate Culture Survival Guide : Sense and Nonsense about 
Culture Change, Jossey-Bass, (金井壽宏監訳,尾川丈一・片山佳代子訳 (2004) 「企
業文化－生き残りの指針」  白桃書房) 
Sharma,P., Chrisman,J.J., and Chua,J.H. (2003) , Succession Planning as Planned 
Behavior: Some Empirical Results, Family Business Review, vol. XVI, no. 1, march, 
pp1-16. 
Tagiuri,R., and Davis,J.A. (1982) , Bivalent attributes of the family firm, Working 
Paper, Harvard Business School, Cambridge, Mass, Reprinted 1996, Family Business 
Review, Vol.Ⅳ, No.2, pp199-208. 
Walton,A.E. (1995) , Staging Discontinuous Change, in Nadler,D.A., Shaw,R.B, and 
Walton,A.E, eds., Discontinuous Change : Leading Organizational Transformation, 
San Francisco : Jossey-Bass. 
Weber,M. (1956a), Wirtschaft und Gesellschaft, Grundriss der verstehenden 
Soziologie, vierte, neu herausgegebene Auflage, bosorgt von Johannes 
Winckelmann,1956,Kapitel Ⅸ, Soziologie der Herrschaft. (世良晃志郎訳 (1960) 
「支配の社会学Ⅰ」 創文社) 
Weber,M. (1956b), Wirtschaft und Gesellschaft, Grundriss der verstehenden 
Soziologie, vierte, neu herausgegebene Auflage, bosorgt von Johannes 
Winckelmann,1956,Kapitel Ⅸ, Soziologie der 
Herrschaft,5.-7.Abschnitt(s.633-734). (世良晃志郎訳  (1962) 「支配の社会学Ⅱ」 
創文社) 
Weber,M. (1956c),  Wirtschaft und Gesellschaft, Grundriss der verstehenden 
Soziologie, vierte, neu herausgegebene Auflage, bosorgt von Johannes Winckelmann, 
1956, erster Teil, Kapitel Ⅲ, Ⅳ(s.122-180). （世良晃志郎訳  (1970) 「支配の
諸類型」 創文社）  
Zigarmi,D., Blanchard,K., O’Connor,M., and Edeburn,C. (2005), The Leader Within, 
Pearson Education, Inc. (HRD 株式会社監修,山村宜子・菅田絢子訳 (2009) 「リー
ダーシップ行動の源泉－DISC と SLⅡによるリーダー能力開発法」  ダイヤモンド社) 
 
3.その他 
国税庁 (1989) 「第 115 回 国税庁統計年報書 平成元年版」
http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/tokei_pdf/H01/T_H01.pdf（2012 年 5
月 1 日取得） . 
国税庁 (2012) 「会社標本調査結果（税務統計から見た法人企業の実態）」
- 131 - 
 
http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/jikeiretsu/01_03.htm（2012 年 5 月
1 日取得）. 
財務省 (2013) 「平成 25 年度税制改正の大綱 平成 25 年 1 月 29 日閣議決定」
http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2013/250129taikou.pdf
（2013 年 4 月 15 日取得）. 
事業承継協議会編 (2006) 「事業承継ガイドライン」http://www.jcbshp.com/（2012 年
4 月 1 日取得）. 










継の円滑化に関する法律施行規則 )  
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S40/S40HO034.html(法人税法) 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S40/S40SE097.html(法人税法施行令) 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/M29/M29HO089.html(民法) （以上、2012 年 5 月 1
日取得）. 
中小企業庁編  (1979) 「中小企業白書（昭和 54 年版）」
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/S54/index.html（2012 年 12 月 1 日
取得）. 
中小企業庁編  (1996) 「中小企業白書（平成 8 年版）」 大蔵省印刷局. 
中小企業庁編  (2001) 「中小企業白書（2001 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2004) 「中小企業白書（2004 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2005) 「中小企業白書（2005 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2006) 「中小企業白書（2006 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2007) 「中小企業白書（2007 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2008) 「中小企業白書（2008 年版）」 ぎょうせい . 
中小企業庁編  (2011) 「中小企業白書（2011 年版）」同友館. 
中小企業庁 (2012a) 「中小企業経営承継円滑化法  申請マニュアル（平成 24 年 7 月改
訂）」
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2012/download/120726shokeihou_san
.pdf（2012 年 12 月 1 日取得）. 
中小企業庁編  (2012b) 「中小企業白書（ 2012 年版）」 日経印刷. 
- 132 - 
 
中小企業庁 (2013a) 「事業承継税制が使いやすくなります！」
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2013/130401flyer.pdf（2013 年 4 月
15 日取得）. 
中小企業庁 (2013b) 「中小企業経営承継円滑化法  申請マニュアル（平成 25 年 4 月改
訂）」http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2013/130401shokeihou_san.pdf
（2013 年 4 月 15 日取得）. 
中小企業庁編  (2013c) 「中小企業白書（ 2013 年版）」
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H25/PDF/h25_pdf_mokuji.html
（2013 年 5 月 30 日取得）. 
帝国データバンク (2012) 「特別企画:全国社長分析」
http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p120106.pdf（2012 年 4 月 1 日取
得）. 
内閣府 (2013) 「平成 25 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  
経済産業省」
http://www.cao.go.jp/zei-cho/youbou/2013/doc/meti/25y_meti_k_11.pdf（2013 年 4
月 15 日取得）. 
日本経済新聞デジタルメディア   
http://www.nikkei.co.jp/needs/analysis/04/a040922.html（2011 年 9 月 1 日取得）. 
